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・当社創業以来、2014年3月期連結売上高は初めて2000億円を上回り、 

 当期純利益も過去最高。 
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・2014年3月期輸送用機器セグメントの売上高が第2四半期修正後の計画よ
り増えたのは、鉄道車両用機器事業における中国高速鉄道向け売上増に
よるもの。 
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・油圧機器事業について、売上増に伴う工場操業度アップにより増益。 

 

・航空機事業について、欧州エアライン向けMRO※需要の停滞により、 

 営業利益は横ばい。 

 

※ MRO: Maintenance, Repair, Overhaul 
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・自動ドア事業において、海外での会計制度変更に伴う退職給付費用の影
響額は約4億円。 
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・精密減速機事業：産業用ロボット市場が年率8%で成長すると見込んでい
たが、実際2011年～2013年の3年間はほぼゼロ成長。 

 

・鉄道車両用機器事業：中国鉄道事故による発注抑制は2年間続いた。
2013年度後半より発注が回復してきたが、前中期計画に対して未達。 

 

・油圧機器事業：中国建機市場におけるショベル需要のピークはCY2011年
だった（約17万台）。CY2013年は11.2万台にとどまっていた。中国建機市場
の需要減が主な未達の要因。 

 

・航空機器事業：ほぼ計画通り。 

 

・自動ドア事業：為替効果により売上高計画を達成。 
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・新中期計画期間中（2015年3月期～2017年3月期）、営業利益率を段階的 

 に改善していく。 

 

・2015年3月期の配当性向を32.8%とし、1株当たり配当金は40円の予定。 

 今後も基本的に増配と考えている。 
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・2015年3月期より、当社および一部の連結子会社は、有形固定資産の減
価償却方法として定率法から定額法に変更するため、2015年3月期の減価
償却費は約9億円減少する見込み。 
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・グローバル展開する事業： 精密減速機事業、航空機機器事業、 

 舶用機器事業。 

 

・地域型事業： 鉄道車両用事業、商用車用機器事業、油圧機器事業、 

 自動ドア事業。 
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・現在当社はコンポーネントメーカーで、2017年3月期に向けてより高付加
価値製品の提供を目指す。 

 

・今期中インド拠点を設立し、今後中東拠点も設立する予定。 

 

・事業基盤の安定化を実現するために、現在「待ち」のMROから「攻め」の 

MROへ取り組んでいく（精密減速機事業と油圧機器事業を除く）。 

 

・ブランド向上および人材確保のために、今後広告宣伝費用等を増やす予
定。 
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・スイス連邦工科大学とパワーエレクトロニクス応用技術に関する開発を目
的として、共同開発を開始した。 

 

・当社はコスト削減の目的で海外工場を作らない。基本的によりお客様に近
いところに、現地通貨で取引し、為替リスクをヘッジする「地産地消」型を取
る。 

 

・「地産地消」を推進するが、キーパーツは日本工場から出している。ランニ
ングコストといった電気料金等が下がらない日本工場において、工場近代
化を進め、競争力を強化する。 
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・中国ローカルロボットメーカーへの対応は2013年に設立した中国合弁会
社に任せる。今まで既存のお客様は従来の商流で、日本サイドが対応す
る。 

 

・新型アクチュエーターを日本、欧州、中国市場に今後投入する予定。 
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・鉄道車両用機器事業における中国市場での成長： 
  中国高速鉄道向けは2015年まで成長する見込み。 

  地下鉄市場が増えるが、競合他社がいるため競争激化が考えられる。 

  当社はQCDを向上させ、中国地下鉄市場において、20%のマーケット  

  シェアを目指す。 

 

・欧州市場向けは2013年に買収したイタリア鉄道車両用ドアメーカーOclap 

 社を活用し、欧州鉄道車両メーカーBig 3であるAlstom, Bombardier,    

 Siemensとの取引を目指す。 

 

・今まで日本におけるMRO需要のほかに、東南アジアで稼働している日本
からの中古車向けのMRO需要を取り込むために、先行準備している。 
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・2013年下期より、円安効果を受け、新造船発注の回復により受注が増えて
きた。 

 

・2013年に中国新工場の立ち上げにより、舶用機器事業は日・中・韓3拠点
体制で、MROビジネスを増やし、収益力を高める。 
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・2015年3月期は増収減益の計画。 

 

・前年比で2015年3月期に全社の販管費が増加する見込み。人員数で各セ
グメントに割り振るため、人員数が多い航空・油圧機器事業に与える影響は
大きい。それはこのセグメントの営業利益を押し下げる主要因。 
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・サブシステム化により製品の単価アップを狙う。 
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・新中期計画期間中、防衛省向けは微増の計画。 

 現在の為替ベースでボーイング社向けも微増の見込み。 

 

・三菱重工業向けのMRJとボーイング社向けの737MAXの受注は既に決
まっている。新プログラムの開始に向けて、生産能力増強のための設備投
資をする予定。 
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・自動ドア事業に関して、欧州と北米におけるM&Aによる増収効果は2016 

年3月期より織り込んでいる。 

 

・自動ドア事業と包装機事業はMRO事業の拡大による収益性向上を目指
す。 



・各地域における成長ドライバーは： 

 中国向け：鉄道車両用機器事業、精密減速機事業、油圧機器事業（サブ 

                               システム化による増収分） 

 北米向け：自動ドア事業、新エネルギー事業 

 欧州向け：自動ドア事業、精密減速機事業（産業用ロボット向け、 

                            新アプリケーションの拡販） 

35 



36 

・前中期計画では増産対応を多く行ってきたが、新中期計画では将来成長
のために国内工場の近代化を中心として設備投資をする予定。 

 

・新中期計画中の研究開発費用は累計売上高の3%程度と計画している。 

 

・2015年3月期より、当社および一部の連結子会社は、有形固定資産の減
価償却方法として定率法から定額法に変更する。 
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